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研究成果の概要： 
本研究では、戦後のオーストリアの教育実践史を明らかにするために、戦間期オーストリアの

学校改革の影響を視点に考察した。それにより、1920年代の労作教育理論が戦後においても継
承されていることを指摘した。また、現代のオーストリアの教育の動向も本研究では取り扱っ

た。結果、PISAによって判明した学力低下に対する同国の教育政策を、1920年代から戦後に
いたるまでの教育観の大きな転換点だと位置づけた。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 800,000 0 800,000 

２００７年度 600,000 0 600,000 

２００８年度 600,000 180,000 780,000 

年度    

  年度    

総 計 2,000,000 180,000 2,180,000 

 
 
研究分野：教育学 
科研費の分科・細目：教育方法学 
キーワード：オーストリア、労作教育、教育スタンダード、学力テスト、教育改革 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 
これまで、申請者は戦間期オーストリアの

労作教育論の研究（「戦間期オーストリアに
おける教育改革に関する総合的研究」特別研
究員奨励費 04J00489）を行ってきた。 
それにより、労作教育論が戦後のオースト

リアの教育改革にも重要な理論的、実践的な
役割を果たしてきたということが次第に明
らかになってきた。これまでは歴史研究とし
てオーストリアの教育を考察してきたが、以
上のことから、現在のことを視野に広げた研

究の必要性があると考えた。 
 このような研究上の経緯に加えて、本研究
の申請時は、PISA 結果の公表により、ドイツ
やオーストリアおよび日本においても学力
低下論が起こり、それへの教育政策的対応が
国民的課題や関心になっていた。以上ことか
ら、戦後から現代にかけてのオーストリアの
教育実践史を明らかにする研究が必要であ
ると考えた。 
 
２．研究の目的 
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オーストリアの戦後の教育を、労作教育と
いう視点から読み解くことで、1920 年代か
ら現代に至る同国の教育実践史を明らかに
する。 
次に、現代の同国の教育政策の動向の検討

として、日本の学力低下論争や OECD の
PISA 調査の結果などを視点にして調査・分
析を行う。 
これにより、本研究を、日本ではドイツの

教育研究の陰にあったオーストリアの教育
史を、とりわけその教育方法及び実践誌に焦
点をあて、戦間期から現代につなぐものとし
て位置づけることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 
 
毎年のウィーンを中心とした現地調査、資

料収集を行った。現地調査としては、ウィー
ン大学教育学研究科の研究者およびウィー
ン教育委員会の教育スタンダード担当者へ
のインタビューである。資料収集は、ウィー
ン大学中央図書館、同教育学研究科図書館、
歴史学研究科図書館、教育省内図書館で行っ
た。 
 
４．研究成果 
 
 
本研究の成果としては、まず、以下の題目

による博士論文を提出したことがあげられ
る。 
 
「戦間期オーストリアの学校改革――労作
教育の理論と実践」京都大学学位請求論文
（2008 年 11 月 博士号（教育学）取得） 
 
この博士論文は、申請者が１．のところで

すでにあげたように、大学院修士課程時代か
ら継続し、また特別研究員奨励費の助成を受
けた研究の総合的な成果であるが、本論文の
第 6章「戦間期オーストリアの評価改革――
第 2次世界大戦後に継承された記述式評価―
―」および第 7章「オーストリアにおける学
校改革の『伝統』――Bildungsschuleに焦点
をあてて――」および終章に、本科研費の助
成を受けて行った研究の成果が反映されて
いる。 
また既に発表済みのほかの章においても、

博士論文をまとめる際の加筆修正した内容
の一部に本科研費で調査した成果が含まれ
ている。 

 
 第 6章「戦間期オーストリアの評価改革―
―第 2次世界大戦後に継承された記述式評価
――」では、戦間期の学校改革において取り
組まれた、労作教育による教育実践の改革の

一環であった評価改革を取り上げた。 
ここでは、現在でも注目されている「自己
評価」が労作共同体の取り組みとともに実践
されていたこと、およびこの評価改革の取り
組みがオーストリアの評価観の転換を促し
たものと認められた。さらに、この評価改革
が、戦後においても、その方法の先進性が認
識されることで、評価の方法及び日本の指導
要録にあたるものの形式が継承されたこと
を指摘した。 
 第 7章「オーストリアにおける学校改革の
『伝統』――Bildungsschuleに焦点をあてて
――」では、第 6章で明らかにした評価改革
だけでなく、1920 年代の労作教育を理論と
したカリキュラム改革が、ほぼ同じ形で継承
されている事実に注目し、この継承の内実を
検討した。 
その中で、労作教育論が、Bildungsschule
という、労作教育と労作共同体教育が統合さ
れた理念として、戦後、敗戦と国家再建を課
題としたオーストリアの教育改革のキーワ
ードとなったことを明らかにした。 
なお、本章の内容は、「戦後オーストリア
の教育実践に関する一考察」（2008 年 10
月 11 日日本教育方法学会（於：愛知教
育大学）下記学会発表の③）で自由研究発表
として行った。 
本研究は、オーストリアの戦後の教育改革
を見ることを第一の目的としたものであっ
たが、労作教育という視点からこの目的を検
討したことによって、申請者が継続して行っ
てきた 1920 年代の同国の教育実践史の特徴
というものも、同時に再検討したものとなっ
たと考えている。 
  
 本研究の第二の目的として挙げた、オース
トリアの現在の学力向上政策の検討につい
ては、下記学会発表の①「オーストリアにお
ける PISAショックとその後」教育目標・評
価学会（2007年 12月 1日） 第 18回大会
（於：大阪経済大学）課題研究１「学校教育
において能力をどう語るか――PISA 以後―
―」および②「PISA ショック以後のオース
トリアにおける学力向上政策」（2008年 7月
6日日本カリキュラム学会自由研究発表第19
回大会（於：鳴門教育大学））として行った。
なお、本内容は、現在、投稿論文として審査
中である。 
 オーストリアの教育実践は、上述したよう
に、一貫して労作教育に基づいて行われてき
た。それがオーストリアの教育の「伝統」で
あると上記の博士論文でも指摘をした。 
 しかしながら、現在にいたっては、その「伝
統」が一気に転換しようとする過渡期にある
ととらえられる。日本でも大きな問題となっ
た、OECDによるPISA調査のランキングは、
OECD 加盟国の平均以下であったドイツお



 

 

よびオーストリアにとって、まさに PISAシ
ョックであった。その対策としてとられた学
力向上政策の一つ、教育スタンダードの導入
に本研究では着目した。 
 教育スタンダードは、定められた学年まで
に定められた教科の定められたスタンダー
ドに到達しなければならないというもので
ある。そしてその到達度は、スタンダードテ
ストと呼ばれるものによって計測される。 
 これまで、労作教育のような教育の過程を
重視してきた「伝統」を持つドイツやオース
トリアにとって、これは教育の大転換といえ
る出来事である。この「伝統」は、裏を返せ
ば、日々の教育実践において「テスト」がな
いということでもある。テスト文化になじま
ない教育を行ってきたために、ドイツやオー
ストリアは日本以上に PISAのランキングに
ショックを受けたのである。 
 本研究では、オーストリアの教育スタンダ
ードの紹介にとどまらず、その導入による実
践例なども挙げた。さらに、教育スタンダー
ド導入に批判的な論および同国の教育文化
の視点からもこの政策についての批判的検
討を行った。 
ドイツの PISAショックを紹介することに

中心が置かれていた比較教育学研究とは一
線を画し、教育方法学的視点から、教育目標
論や学力論としての教育スタンダードおよ
びその具体的実践を批判的に検討したこと
が、この内容の研究の特徴であると考えてい
る。  
 なお、本研究のこのテーマは、「ドイツ語
圏の学力向上政策に関する総合的研究」（若
手研究（B）21730652）において継続して研
究する予定である。 
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